
1.　はじめに

　環境経済・政策学会の学会創設 20周年記念大
会では，8分野の企画セッションが開催された．
その内 7つは環境経済・政策学の理論ないし政策
であるのに対し，本セッションは地域の名前を付
したものであった．
　これは，環境経済・政策学会の持つ 1つの特徴
を表していると見ることができる．東アジアは急
速に経済成長を遂げる中で環境悪化を引き起こ
し，それに対応するために環境政策を展開するな
ど，研究の素材に事欠かない．地理的近接性から，
他地域と比較すると情報へのアクセスや現地調査
は比較的容易で，かつ東アジア出身で日本で研究
を行う研究者や大学院生も増えている．さらに，
世代内衡平や南北間格差の枠組みからも捉えるこ
とができる．こうした事情が，環境経済・政策学
会発足当初から大会の中で「アジアの環境問題」
というカテゴリーのセッションが複数設けられ（後
には「中国」セッションも登場），20周年記念大
会で企画セッションが設けられ，環境経済・政策

学会が企画して刊行した岩波講座『環境経済・政
策学シリーズ』やシリーズ『環境政策の新地平』
においても，アジアの環境問題に関する章が設け
られた（井村，2002；森，2015）要因と推察される．
　では，「アジアの環境問題」の固有のミッショ
ンは何であろうか．言い換えれば，どのような研
究課題が設定され，解き明かされなければならな
いのであろうか．
　小島（1997，240頁）は，1990年代中葉の中
国の状況を，中国は既に世界最多の環境学者を有
しているが，世界で最も汚染のひどい国となって
おり，依然として「環境学栄えて環境滅ぶ」の態
にあると評している．宮本（1998，293頁）は，
この言葉を受けて日本の状況を鑑み，「環境経済・
政策学会のメンバーは 1,200人を超えるという．
確かに専門化は深まり，研究領域も広がっている．
しかし，現実の環境問題の解決はこの勢いのよう
に進んでいるであろうか」と問いかけた．
　こうした問いに答えるには，まず「環境破壊が
進む経済的要因をまず解明し，その上で環境制御
のあり方に根拠を与える理論を確立し政策を提示
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する」（植田，1996，4頁）という環境経済・政
策学の課題を，東アジアの文脈において
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解き明か
すことが必要となる．その上で，「環境政策に関
する国際的な取り組みにおいて，日本は地域全体
の牽引役と同時に，ときには中国を含めたアジア
諸国と米国の両者の調停者として特異な役割を果
たしてい」（井村，2002，119頁）く方策を解明し，
その根拠を与えることが求められるのではなかろ
うか．
　本稿は，環境経済・政策学会発足後 20年の間
に，「アジアの環境問題」に関して明らかにされ
蓄積されてきた知見をこの 2つの観点から整理
し，展望を示すことを目的とする．

2.　環境悪化の実態把握と経済的要因の解明

　東アジアの環境問題に関する経済・政策研究も，
まずは環境悪化とその被害の実態の把握から始
まった．環境経済・政策学会が設立された時点で
は，環境白書等の公式な環境統計を公表している
アジアの国は少なく，またその内容も，要因や被
害状況を記載しているものはほとんどなかった．
そこで環境悪化や環境法規制，行政制度の整備状
況等の基礎データの整備も並行して進められた．
その上で，環境悪化をもたらしている経済・政策・
制度的な要因が検討された．この点で，アジア経
済研究所の『開発と環境シリーズ』（小島・藤崎，
1993；1994；野村・作本，1993；1994；1997；
西平他，1997）や，『アジア環境白書』シリーズ（日
本環境会議「アジア環境白書編集委員会」，
1997；2000；2003；2006；2010），は，先駆的な
役割を果たしてきた1）．さらに李（1999）は，環
境保護システムの不備もまた環境悪化の要因であ
ることを指摘した．
　また「貧困と環境破壊の悪循環」についても，
貧しい人々が近視眼的で貧困からの脱却願望が強
いという伝統的な言説だけが原因ではないことが
明らかにされた．自然資源の利用から得られた利
潤（レント）が主に豊かな人々に帰着し，それが

さらなる自然資源の採掘に配分され，貧しい人々
の権利や資産（asset）の蓄積，脆弱性（vulnera-

bility）の低下には用いられないこと（Bass et al., 

2005），国際貿易の自由化が途上国に輸出農産物
への生産特化と生産物の標準化をもたらすととも
に農業の自律性を弱めたこと（祖田，2002），さ
らに政府が環境保護を名目にコミュニティの伝統
的な土地利用権限（entitlement）を奪うこと（佐
藤，2002）もまた重要な原因であることが指摘さ
れた．
　そこで，途上国の環境保全に資するとの観点か
ら，日本の公害対策経験や政策手段，ガバナンス
が再検討された（宇井，2002；Imura and Schreurs, 

2005）．またグローバル化から社会や環境を守る
対抗戦略としてコモンズ管理が注目され，この観
点からも日本の経験が再検討された（室田，
2009；新保・松本，2012）．

3.　経済発展と環境保全の両立

3.1　�東アジアにおける環境クズネッツ仮説の妥
当性

　東アジアの多くの国は，急速な経済成長を希求
する開発途上の国である（あった）．そこで，環
境保全を経済成長と両立させる理論とそれに基づ
いた政策が議論の焦点となった．
　そこで提示されたのが，環境クズネッツ仮説で
あった．これは，経済成長とともに環境が悪化か
ら改善へと転換し，1人当たり所得と環境悪化の
指標との間に逆 U字の相関が存在することを主
張するものである．さらに，途上国は環境政策の
後発性の利益を享受できるため，先進国が経験し
たような深刻な環境悪化を経験せずに所得を増加
させる可能性があることも，理論的に（Munasing-

he, 1999），またアジアの実態を踏まえて（OʼCon-

ner, 1994）示された．
　東アジアを対象とした研究では，省・都市別お
よび年別のパネルデータが利用可能である中国を
対象とした実証分析が多く行われてきた．二宮
（2005）は二酸化硫黄（SO2）に関して，竹歳（2005）
は化学的酸素要求量（COD），煤塵，SO2に関して，
3次関数上で 1人当たり所得との間に逆 U字の相
関を見いだした．他方，Kaneko and Managi （2009）

 

　1）アジアの国際資源循環に関しても，Tasaki et 

al.（2004）や小島（2005a）等がフローの解明やリサイ
クルの現場の実態の解明に先駆的な役割を果たした．
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や Yang et al. （2015）などの実証分析では，どの
汚染物質に関しても，1人当たり所得との相関関
係の成立には否定的である．しかも空間的異質性
を持つ地域別のパネルデータを用いた分析結果な
ので，1人当たり所得との間に逆 U字の相関が見
いだされても，経済成長が自動的に環境を改善す
ることを立証したことにはならない（Vincent, 

1997）．このことから，自然資源の賦与状態や人
口動態，経済構造や環境政策など，経済成長以外
の要因の重要性が認識され（He and Wang, 2012），
検討されてきた．
　環境クズネッツ仮説では，経済成長とともに環
境が悪化から改善へと転換する要因を，（a）消費
者の良好な環境への選好の高まり，（b）政策変更，
（c）資本蓄積を背景とした技術および組織の変化，
（d）産業構造の変化，（e）環境悪化の国際的移転，
の 5つで説明する（de Bruyn and Heintz, 1999）．
このうち，環境規制と執行は，所得水準とともに
強化されるがその効果は低減し，環境悪化の国際
的移転は，経済のグローバル化が環境政策の「底
辺への競争」を促すと起こりやすくなる（Dasgupta 

et al., 2002）．そこで，政策変更と環境悪化の国
際的移転に焦点を当てた研究に焦点が当てられた．

3.2　政策変更
　東アジアでは，民主化が初期の環境政策・制度
の形成に役割を果たした．すなわち，民主化によっ
て民主的な制度が構築されたことが，環境汚染や
政府主導の開発事業に対する組織的かつ激しい反
対運動を展開する政治的空間を創出した．反対運
動に直面した政府は，環境悪化が経済成長のボト
ルネックになると認識し，環境政策を導入し始め
た（寺尾，1993；鄭・寺西，1997）．そして環境
政策を執行するための環境行政機構を整備し，賦
課金や課徴金等を導入して財源を確保した（李，
2010）．
　現実には，民主化を経験していない中国・ベト
ナムでも次々と環境政策を導入し，民主化を経験
した韓国・台湾・タイ・インドネシアでは環境政
策の揺り戻し（Yeh, 2012）を経験している．特
に民主化と同時に民営化・地方分権化を進めたイ
ンドネシアは，開発を優先する地方政府や多国籍

企業が環境や社会影響を無視して資源開発やイン
フラ整備を進め，却って環境破壊が深刻化した（小
島，2008）．このことは，民主化や民主的な制度
の構築は，政策変更を推進する万能薬ではないこ
とを示唆する（Mori, 2012b）．
　他方で民主化運動を 1989年の天安門事件で抑
圧した中国は，その後外資誘致による輸出主導型
工業化戦略を採用し，圧縮型工業化を推進した．
この結果，あらゆる種類の環境汚染や破壊が同時
発生し，「環境問題のデパート」（小柳，2010）の
態となった．そこで，違反企業の淘汰や環境保護
キャンペーンといった伝統的な手法に加え，5ヶ
年計画で全国および省別に SO2や CODの総量規
制を設定し，政府の環境保護投資を増額して環境
汚染の著しい地域での改善事業を主導した．また，
戦略的環境アセスメント，加害者への因果関係の
立証責任の転換，SO2排出課徴金，排出枠取引，
クリーナープロダクション促進や循環経済，ゼロ
エミッション，エネルギー価格改革（堀井，2010a；
2013b），資源税（何，2015）等，あらゆる種類の
環境政策手段に関する知見を外国から取り入れた
（Economy, 2004）．そして生態工業団地（森・孫，
2008）や低炭素都市等のパイロット事業を地方政
府で導入して効果を検証し，中国の経済的条件や
制度の下での受容可能性を検討した上で，政策効
果が期待できると見込まれたプログラムを政策と
して全国に展開した．さらに，省エネ目標や汚染
物質排出総量の目標の達成と地方政府の指導者の
人事評価を結びつける一票否決制など，独自の先
進的な内容を持つ手段も導入された（北川，
2011）．このように，中国は「環境政策の実験場」
の様相を帯びるようになった．
　こうした中央政府主導の政策に対応して，これ
らの政策の導入を先導し，実績を高めようとする
地方政府も現れた．しかし，地方保護主義や，任
期中の経済成長実績に基づく共産党幹部人事評価
のため，多くの地方政府は，経済成長を阻害しな
い範囲でしかこれらの環境政策を執行しなかっ
た．このため，汚染集約度（単位 GDP当たりの
排出量）は低下しても，排出総量は必ずしも減少
しなかった．
　そこで，環境政策の執行上の制約がある中でい
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かに実効性のある政策を実施するかが課題となっ
た．ここで注目されたのが，企業の環境情報公開・
格付け・評価制度で，世界銀行がパイロット事業
としてアジア各国に導入を促したものであった
（Mori, 2011）．その端緒となったのがインドネ
シアの企業の環境格付けプログラム（PROPER）
で，既に実施されていた河川浄化プログラムの実
効性を高めるものとして導入され，環境改善に一
定の効果をもたらした（小島，2005b）．そしてプ
ログラムを継続的に実施する中で環境基本法を改
定する等，中央政府が徐々に環境政策を強化した
（小島・イヴォンヌ，2012）．中国では，中央政
府による地方政府の監督検査活動や，既に容認さ
れていたマスコミによる環境汚染や事故報道（大
塚・相川，2004）による圧力を強化し，市民の監
督機能を高めるプログラムとして，江蘇省鎮江市
および内モンゴル自治区フフホト市で実験的に導
入した．そして鎮江市で環境行政能力の補完や政
治的社会的圧力の形成の効果が確認される（大塚，
2005）と，実施範囲は南京市や江蘇省全体に拡大
され，最終的には法制化されて全国で実施された．
　こうした環境政策の展開を受けて，Matsuoka

（2007）は社会的環境管理能力の概念を打ち立て
た．これは，政府・企業・市民を社会アクターと
し，それぞれの能力水準と 3つのアクターの相互
関係に規定された環境管理能力と定義される．そ
してこの概念を指標として，東アジア各国の環境
問題対処能力の発展段階を評価した．しかし，東
アジアの社会的環境管理能力を発展させるメカニ
ズムを十分に解明したわけではなかった．
　そこで，なぜ東アジア各国が環境や社会に悪影
響を及ぼす経済発展パターンを取り続けてきたか
を改めて検討する必要がある．その答えとなりう
るのは，成長イデオロギーが政府および国民に深
く根を下ろしたことである．東アジア各国は，植
民地支配からの独立後，国家統合を維持し求心力
を高めるために権威主義開発主義体制を採用し
た．そして国民の自由を抑圧する半面，経済発展
を国家の目標として掲げ，経済成長の果実を目に
見える形で還元することで，国民の不満をそらし
てきた（末廣，1998）．権威主義が民主主義に転
換した後も，開発主義を転換することはなかった．

むしろ民選政権の求心力を高めるために輸出主導
型経済成長を積極的に推進した．この結果，先進
的な内容を持つ環境政策を導入しても経済成長を
阻害しない範囲でしか執行せず，環境悪化の抜本
的な原因を必ずしも克服したわけではなかった．

3.3　環境悪化の国際移転
　汚染逃避は，日本の研究者が東アジアの環境悪
化を問題として認識する契機となる問題であっ
た．日本は東南アジアから木材やエビ等の一次産
品を安価で大量に輸入するようになったが，それ
が現地で貧困を深刻化させ，環境破壊をもたらし
ているとの批判がなされた（黒田他，1989；村井，
1988）．1980年代後半以降日本企業は東南アジア，
そして中国への直接投資を増加させたが，その中
には現地で環境破壊を起こすものもあった（日本
弁護士連合会公害対策・環境保全委員会，1991；
林，2006）．日本政府は，「途上国の自助努力を促
す」ことを ODAの目標に掲げ，援助・国際貿易・
直接投資の間の有機的連関を進めることで東アジ
アの経済発展を促してきた（外務省経済協力局，
1994）が，その有機的連関こそが環境破壊を起こ
しているとの批判（西川，1990）もなされた．
　こうした環境悪化の国際移転は，法則性を持つ
ものなのか，例外的な現象なのか．汚染集約型産
業の輸出入動向の分析からは，東南アジア諸国は，
1970年代後半から 1980年代初めの一時期に，鉱
物・非鉄金属・化学等の特定の産業で，米国や日
本の汚染逃避地になっていた（Mani and Wheeler, 

1992; Cole, 2004）．他方，内包炭素排出量や内包
水消費量，すなわち，米国や日本等の貿易相手国
の消費のために排出する二酸化炭素や利用する水
は，1980年から 2005年まで一貫して増加してお
り，この傾向は中国に顕著に見られる（藤川他，
2009）．2001年のWTO加盟以降，中国は米国・
日本・韓国・ASEAN 6ヶ国のいずれに対しても汚
染集約型産業の輸出特化比率を高めており（Ogu-

ra and Mori, 2015），「世界の工場」となることと
引き換えに汚染逃避地となっていた可能性が示唆
される．
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4.　日本のアジア地域環境保全における役割

4.1　環境 ODAと CDM

　1980年代以降，北東アジアでは酸性雨による
環境影響が深刻化した．日本や International In-

stitute for Applied Systems Analysis （IIASA）の研
究では，この時期に経済成長に伴い大気汚染が深
刻化した中国の SO2の排出が寄与度の多くを占
めるとの分析結果を公表した．これに対して中国
の研究機関は，原因の大半は日本国内および火山
からの SO2の排出にあり，中国の寄与度は 20％
以下に過ぎないとの分析結果を公表し，「中国犯
人説」を否定した（山本，2008）．しかし，分析
手法やデータ採取方法は異なるため，分析結果の
単純な比較は困難であった．そこで，共通の手法
を用いて科学的に因果関係を解明するために，日
本政府が主導して東アジア酸性雨モニタリング
ネットワークが構築された．しかし中国政府はこ
れに積極的には協力しなかった．このため，因果
関係に関する共通の理解は進まず，欧州で締結さ
れた長距離越境大気汚染条約やその下で義務づけ
た加盟国の SO2や NO2の排出量削減のような，
地域酸性雨レジームの構築には至らなかった．
　この背後には，費用負担問題がある．ひとたび
中国からの排出の寄与度が高いことが明らかにな
れば，汚染者負担の原則が適用され，中国は多額
の対策費用の負担を余儀なくされ，しかもエネル
ギー消費を増加させる経済成長に制約を課されか
ねない．しかし中国は途上国であり，発展する権
利があるはずと主張する．そこで，この利害対立
を克服する手段として，受益者負担の原則を適用
した日本からの資金・技術支援の可能性が議論さ
れた（Nakada and Pearce, 1999）．
　実際には，費用負担原則の議論を脇に置いたま
ま，日本政府は ODAを活用して中国に多額の環
境援助を供与してきた．この環境援助は，中国の
国家環境保護局（当時）が全国の環境汚染調査に
基づいて立案した「世紀を跨ぐグリーンプロジェ
クト計画」の実施を，資金および技術面から支援
することになった．この結果，中国政府の財政資
金を呼び込み，環境汚染が深刻な地域での環境プ
ロジェクトが着実に実施され，環境第 9次 5ヶ年

計画の大気汚染および水質汚濁に関する目標はほ
ぼ達成された．このプロセスを通じて，中国政府
の環境保全に対する当事者意識（オーナーシップ）
は高まっていった（森，2008）．
　ところが京都議定書が締結され，日本が温室効
果ガスの排出削減義務を負うことになると，日本
政府の関心は費用効率的な温室効果ガスの排出削
減へとシフトした．そしてクリーン開発メカニズ
ム（CDM）に関する規則が決定されると，国内で
の排出削減とその市場取引を促す制度や補助金を
整備する（明日香，2009）だけでなく，CDM事
業を通じた認証排出削減量（炭素クレジット）の
取得を後押しする制度も整備してきた（Mori, 

2012b）．他方中国政府は当初，国連気候変動枠組
み条約を，経済成長を制約するものと見なした．
そこで先進国は歴史的な排出責任を負うべきであ
ると主張する一方で，自らの参加には慎重であった．
　これを受けて，北東アジア地域環境保全に関す
る議論も，日本が関心を持つ二酸化炭素（CO2）
排出削減と，中国が関心を持つ SO2排出削減の
共便益の実現へと移行した．そして，事業の立地
による経済・環境影響の相違（Kim and Konishi, 

2012; Na et al., 2012）や，共便益の大きい事業の
経済的実現可能性に関する研究が行われてきた．
　現実には，中国政府が気候変動への関心を高め
たことで，共便益を強調する必要性は小さくなっ
た．中国はインド，ブラジルとともに世界で最も
多くの CDM事業を実施し，炭素クレジットを生
成した国となった．そしてその経験を通じて，気
候変動緩和策の実施が炭素クレジットの輸出や技
術移転等の便益をもたらすことを認識するように
なった．そこで，京都議定書に対する慎重な態度
を一変させ，外国企業や技術に依存せずに国内で
事業を企画して外国企業に積極的に提案するよう
になった（森，2010）．さらに，炭素クレジット
の売却益を見込めることで，風力発電事業の資金
調達を容易にした（Wang and Yoshida, 2015）．こ
のことが，国内調達比率規制や，財政投資による
国家プロジェクトを通じた最低限の導入量の確保
等の中国政府の風力発電産業育成政策，再生可能
エネルギー利用割合基準（RPS）制度の導入を通
じた設備企業へのコストダウン要求，中国企業に
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よる欧米企業の買収と相俟って，中国を世界有数
の風力発電設備生産国へと成長させた（堀井，
2013a）．さらに，温室効果ガス排出削減が PM 2.5

に代表される国内の大気汚染削減にも寄与するこ
とを認識すると，温室効果ガス排出削減目標の強
化にも積極的となり，2015年の米中首脳会談で，
2030年頃までの温室効果ガス排出のピークアウ
トに合意した．
　このように，中国は，環境保全が自国の便益，
特に経済的便益や先端産業発展の便益を期待でき
る分野では，便益を期待できる範囲において，自
ら積極的に政策を導入し対策を進めてきている．

4.2　地域環境レジーム構築の期待と挫折
　環境 ODAや CDM等の国際間環境協力は，ア
ジア経済危機後の地域経済協力の強化や EU統
合・拡大の動きと相俟って，地域環境レジーム構
築の推進力を与えた．そこで，越境大気汚染や海
洋汚染の制御を目的とした多数の地域環境イニシ
アティブが推進され，枠組みが構築されてきた．
　しかしその多くは機能が重複し，各国に問題の
解決に向けた実効性のある取り組みを促すことに
はならなかった．特に中国は，酸性雨や PM 2.5

等の越境環境汚染に関しては，問題の存在そのも
のを否定し続けている．この要因として，森
（2012c）は，（a）環境保全を名目とした主権侵害・
内政干渉への懸念，（b）国の間の信頼醸成の困難，
（c）日本のイニシアティブの低下と各国の主導
権争いの激化，（d）欧州連合のような市場統合と
環境政策の調和のリンケージの不在，の 4つを挙
げる．
　これに対して松岡（2011）は，東アジア各国の
社会的環境管理能力が本格的稼働期段階に達して
いないことが原因であり，このため，機能的統合
を超えた政策協調を行い，超国家機関を設立して
も平等互恵の便益を生まないとする．そこで，政治・
経済，軍事・安全保障，規範・社会イメージの 3

つの側面にわたる調和的な分業体制の仕組みの構
築の必要性を訴え，とりわけ認識共同体（epistemic 

community），すなわち，地域の科学者・専門家の
ネットワークの形成の必要性を主張する（松岡，
2013）．

　しかし現実には，政治・経済，軍事・安全保障
の 2つの側面での対立は深まる一方である．中国
は，日本の東アジアでの影響力を削ぎ，そのリー
ダーシップを奪い取ることを目的としてきた
（Rozman, 2004）．そして 2015年には自ら主導し
てアジアインフラ投資銀行を発足させる等，西太
平洋以西のリーダーシップを米国から奪取しよう
とする動きを見せている．韓国もまた，2004年
の二国間自由貿易協定締結を通じた東アジアの
「ハブ国家」戦略への転換を契機に，日本に対す
るライバル視を強めている（Lee, 2008）．こうし
た動きに対抗するかのように，環太平洋パート
ナーシップ協定（TPP)は，中国・韓国の参加な
しに交渉が進められてきた．
　さらに，地域環境保全のための政策協調の便益
と費用の分配の調整も課題となる．東アジア全域
を対象とした炭素市場を創設すれば，費用効率的
に排出を削減できるため，東アジア全体では CO2

削減目標達成に伴う経済影響を小さくすることが
できる．しかし中国はエネルギー集約型産業の生
産を縮小して炭素クレジットを生成・売却するの
が合理的となる．このため，地域環境保全政策を
導入することによる経済や雇用への悪影響が大き
い．このため，中国の参加を確保するには，何ら
かの補償が必要となる（Ban and Fujikawa, 2013）．

4.3　EUによる環境規制の牽引？
　日本が東アジアの環境政策を牽引する力を失う
中で，EUが影響力を及ぼすようになってきてい
る．EUは製品の輸出企業に ISO14001認証取得
を求め，木材法を制定して違法木材輸入を禁止し，
合法木材のライセンス化を推進してきた．さらに
RoHS指令や REACH規則等の製品環境規制を制
定して，輸出企業にも遵守を求めてきた．この結
果，アジアの生産国でも，輸出企業がサプライヤー
を選別し，規制遵守率が高まっている（木村，
2010）．
　しかし同時に，東アジア各国は，自国の生産者
に有利になるように詳細が異なる類似の規制を導
入した．結果，規制を実効的に執行できていない
国では，輸出企業は仕向地別に製品を生産し，規
制を遵守できない企業も淘汰されないため，必ず
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しも生産国の環境を改善することにはならなかっ
た．しかも規制の細部の相違が，企業の国境を越
えたサプライチェーンのグリーン化の動きを阻害
している（道田，2014）．
　このことは，EUもまた，EUの生産者や消費
者にとって便益を享受できる範囲でしかアジアの
環境政策の強化を牽引していないことを示唆する．

5.　東アジアの環境問題に関する研究の展望

　本稿では，「東アジアの環境問題」で解き明か
される問題を，（a）東アジアの文脈において環境
破壊が進む経済的要因を解明し，環境制御のあり
方に根拠を与える理論を確立し政策を提示するこ
と，および（b）日本が東アジアの環境政策の牽
引者および調停者となる方策を明らかにすること
に集約して，この 2つに関する研究の展開を整理
した．
　この結果，環境悪化の経済的な要因は，権威主
義開発主義体制の下で定着した成長イデオロギー
にあり，民主主義に移行した後も脱却していない
ために政策の実効性が確保されず，また国際貿易
や外国直接投資等により実質的に汚染逃避地化し
ていることにありそうなことが明らかになった．
また東アジアの国々が日本への輸出比率を減少さ
せ，先進的な内容を持つ環境政策を次々と導入す
る中で，日本は東アジアの環境政策を牽引する力
を失い，内政不干渉原則や相互信頼の低下，主導
権争いの激化というアジア固有の制約の中で，政
治・経済や軍事・安全保障面も視野に入れた政策
協調の費用調整メカニズムを構築できなかったた
めに，日本が調停者としての役割を果たせなかっ
たことも明らかにされた．
　この点を踏まえると，「東アジアの環境問題」
として今後解き明かされるべき問題として，下記
の 2つを挙げることができる．1つは，東アジア
で定着した成長イデオロギーを代替する持続可能
な発展のあり方に根拠を与える理論を確立し，そ
れを実現する政策や移行プロセスを示すことであ
る．東アジアで環境政策が厳格に執行されない，
あるいは経済的便益が見込める分野しか導入され
ないのは，環境悪化や環境政策に関する知見が足
りないからではなく，それが経済成長を抑制し，

社会の不満を爆発させて現在の国家体制が維持困
難になることを熟知し，それを恐れるためである．
そこで，代替的な発展のあり方が成長イデオロ
ギーに基づいた開発よりもより魅力的なものであ
ることを示すことが不可欠となる．持続可能な人
間開発（Nogami and Ueta, 2014）や包括的「富」
（UNU-IHDP, 2012）は，この方向での研究の重
要な鍵となるように思われる．
　他の 1つは，東アジアで「底辺への競争」を起
こしうる経済メカニズムを解明し，それを未然に
防止する制度のあり方を解明することである．東
アジアの国々は，国内の環境問題の原因を抜本的
に解決できていないために，国内で新たな開発事
業を計画しても，住民の反対等で実施が困難に
なっている．しかし開発事業を実施できなければ，
経済成長は困難になる．そこで周辺の低所得国や
資源豊富国での開発事業に投融資を行うことで，
経済成長の活路を見いだそうとしている（森，
2012b）．ところがこの活動は，低所得国や資源豊
富国を一次産業依存にし，所得分配も悪化させて
経済発展を停滞させる「資源の呪い」状態に陥ら
せ，乱開発による環境破壊を招く，あるいは新た
な汚染逃避地を生み出すことにつながりかねな
い．そこで，それを未然防止する制度としてどの
ようなものを誰がどのように確立するのかが検討
される必要がある．
　これらの研究を進めるには，個人の力だけでな
く，日本や東アジアの研究者との連携が不可欠で
あろう．環境経済・政策学会や東アジア環境資源
経済学会がこうした連携をもたらす場であり続け
ることを期待したい．
　※本研究は，文部科学省科学研究費補助金（基
盤研究（B）：課題番号 26281061「中国のエネル
ギー・気候変動政策の実施障壁と周辺エネルギー
輸出国への影響」），および文部科学省科学研究費
補助金（基盤研究（C）：課題番号 25340152「中
国の地方政府による低炭素発展政策の実効性と地
域間格差への効果」）の成果の一部である．
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